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（一財）日欧産業協力センター ハイブリッドセミナー 

EU・日本におけるクリーントランジションの加速に向けて 

2025 年 2 月 17 日（月）17:30～18:30 東京 (9:30～10:30 Brussels)／18:30～20:00 ネット

ワーキング・レセプション 

会場：駐日欧州連合代表部 +ZOOM ウェビナー 

 

Manuel Hubert, 日欧産業協力センター EU 側専務理事   

日欧産業協力センターが主催する政策セミナーへようこそ。本セミナーのトピックは非常に重要であり、日本と

EU が野心的な脱炭素目標を設定し、それを達成するための政策を実施するという重要な時期に開催される。

本日の基調講演にヴァンデンベルゲ氏をお迎えすることができ光栄に思う。また、経済産業省のグリーントランス

フォーメーション政策担当である田尻氏からのお話も伺い、さらに、パナソニックから業界の見解もお聞きする予

定である。これらの発表後、私の同僚で友人、日本側専務理事の田辺氏によるモデレーションでパネルディスカ

ッションも行われる。 

 

Jean-Eric Paquet, 駐日欧州連合代表部 特命全権大使 開会挨拶 

ここヨーロッパハウスでは、非常に厳しい地政学的な時期にもかかわらず、信頼できるパートナーが共に協力し、

私たちのパートナーシップが確実に成長し発展し続けられるよう広範な議題に取り組んでいる。これは世界中で

グローバル貿易が疑問視される中、今まで以上に重要だと考える。このためドラギ・レポートや欧州委員会が採

択した戦略を含むヨーロッパの競争力は、日本にとって重要なテーマとなっている。グリーンアジェンダはヨーロッパ

のこれらの努力の核心で、Kurt 自身も競争力戦略の策定に重要な役割を果たしている。 本日、Kurt にお越

し頂いたことを大変喜ばしく思う。 

 

Kurt Vanderberghere, Director General of DG CLIMA, European Commission 基調

講演 

本日はヨーロッパハウスにお招きいただき感謝申し上げる。本日は経産省の田尻様を始め、官民学術界の方々

と一連の有益な会議を行った。明日は日本政府とのハイレベルな気候対話を続ける予定で、これらすべては非

常に励みになる。なぜなら、先ほども述べられたように世界は混乱と不確実性が増しているからである。日 EU の

協力はこれらの厳しい時期における安定の灯台として機能することができる。 

気候変動：混乱と機会 
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私たちが直面する最大の長期的な混乱は気候変動だが、中長期的に最大の経済的チャンスでもある。そのた

め EU は欧州グリーンディールの道を進み続ける。これはイデオロギー的なアプローチよりも実践的なものになる。

効果的な政策の実行に焦点を当て、単なる環境主義の追求より経済を優先させ、脱炭素化への実践的な道

筋を提供する。 

グローバルな投資動向：ネットゼロへの競争 

クリーンエネルギーへの投資は現在、化石燃料の投資を2:1で上回っており、グリーン経済の勢いを示している。

かつては石油とガスの輸出に依存していた湾岸諸国でさえ、再生可能エネルギーと電化に大きな投資を行って

おりこの転換は今や止められず、米国の政権が変わっても方向性は変わらない。 

化石燃料依存の安全保障および経済リスク 

ロシアがウクライナに侵入して以降、EU の化石燃料の輸入費用は毎年 4000 億ユーロを超えている。化石燃

料への依存は、財政的、経済的、そして地政学的な脆弱性を生み出す。一方で洪水や森林火災など、気候

関連の災害は増加しており、気候変動に対処できない地域は競争力を失うことになる。 気候行動は単なる地

球の保存ではなく、人類の文明、安定、繁栄を守ることでもある。 

 

田尻 貴裕  経済産業省 大臣官房審議官（GＸグループ担当）講演 

初めに日本のグリーントランスフォーメーション（GX）の 3 つの主要な原則を紹介する。 1 つ目の原則「トリプ

ル・ブレイクスルー」、これは、経済成長、排出削減、エネルギー安全保障を同時に達成することを指す。 2 つ目

の原則は「多様な道筋」。2050 年までにカーボンニュートラルを目指すという目標は共通だが、各国の事情は

異なるため、各国はそれぞれのアプローチを取ることを意味する。3 つ目の原則は「世界への解決策」。日本の排

出量は世界の排出量のわずか 3%に過ぎず、気候変動は日本だけでは解決出来ない。そのため、日本の技

術を活用して、世界に貢献することを目指している。 

政府は企業の GX 関連投資の先行支援として 20 兆円のトランジションボンドを発行する予定である。次に重

要なのはカーボンプライシングである。これは、2026 年度に導入予定の排出権取引制度（ETS）や、2028

年度に予定されている GX 付加税を含む。これらの政策を事前に発表することで、企業に早期の投資を促し、

将来のコストを低く抑えることができる。 

「価格安定化メカニズム」は、日本の ETS が EU の制度と異なる点の 1 つである。カーボンクレジットの価格に

上限と下限を設定し、価格を安定した範囲内に保つことで価格の急騰を防ぎ、企業の予測可能性を高め、投

資を促進する。カーボンクレジットの取引市場については、昨年 7 月に GX 推進機構が取引プラットフォームを

設立した。この市場は、規制対象企業だけでなく、金融機関やその他の投資家の参加も認めており、活発な

取引と流動性を確保する。 
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上原 宏敏 パナソニック オペレーショナル・エクセレンス株式会社 執行役員（品質環境担当）講演 

本日は、パナソニックの気候変動への取り組みをお話しさせていただく。当社の使命は、排出量削減と持続可

能な活動に取り組み、世界的な脱炭素化に貢献することである。当社の事業基盤は基本的な経営方針と持

続可能性に向けた長期的ビジョンに基づいている。また、私たちの優先事項の 1 つは持続可能な製品を提供

し、顧客と社会に貢献することである。例えば、ヨーロッパでは 2400 万台のヒートポンプを導入している。バイオ

再生可能エネルギーを活用し、高いエネルギー効率を実現して持続可能な電化を支援している。2026 年まで

に、自然冷媒を使用した冷却ソリューション 5000 億ユーロ分を導入し、さらなる排出削減を目指している。 

さらに、パナソニックは企業の排出削減に関する国際的な基準の確立に取り組んでおり、「Avoided 

Emissions」 という概念を導入している。排出削減のリスクと機会を評価し、企業の脱炭素化への貢献を評価

するための財務指標を作成して、ビジネスと投資家がグリーン経済に参加することを促進する。この概念は、特

に日本の GX 政策を通じて国際的に認識されつつあり、G7 サミットではこのアプローチが世界的な気候戦略の

一環として正式に認められた。これは現在、投資判断に影響を与えており、企業はそのカーボンインパクトと排出

削減への貢献に基づいて評価されている。この概念が広がることで、Avoided Emissions は金融決定の重要

な要素となり、世界中で持続可能な投資を推進する。 

 

Q&A セッションでは、モデレーターの田辺 靖雄（日欧産業協力センター 日本側専務理事）が以下を取り

上げた。 

⚫ （田尻氏へ）GX カーボンプライシング政策についてコメントを求めた。 

⚫ （上原氏へ）Avoided Emissions という概念と金融機関での認識の高まりについてコメントを求めた。 

⚫ （Vanderberghere 氏へ）EU の野心的な排出削減目標についてコメントを求めた。 

⚫ （会場参加者より Vanderberghere 氏へ質問）ヨーロッパは大規模な脱炭素化プロジェクトに対して

引き続き財政支援を提供するのか。 

 

以上 

 


